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セコム株式会社 東  大
９７３５ 本社所在都道府県 東京都

(ＵＲＬ http://www.secom.co.jp)
役職名 代表取締役社長 氏名　原口 兼正
役職名 常務取締役 氏名　桑原 勝久 ＴＥＬ　（０３）５７７５－８１００

決算取締役会開催日 平成 18 年 5 月　9 日 中間配当制度の有無 無
配当支払開始予定日 平成 18 年 6 月 28 日 定時株主総会開催日 平成 18 年 6 月 27 日
単元株制度採用の有無 有(１単元 ５００株)

１．18 年 3 月期の業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日）
（１）経営成績 （百万円未満切捨）

  百万円 ％  百万円 ％     百万円 ％

 18年 3 月期    313,096 ( 5.1 )    72,172 ( 9.3 )    70,964 ( 7.2 )
 17年 3 月期    297,782 ( 3.2 )    66,031 ( 2.8 )    66,219 ( 6.5 )

  百万円 ％ 　円　銭 　円　銭 ％ ％ ％

 18年 3 月期  43,879 ( 16.4 )  194.58  ───  9.9  11.4  22.7
 17年 3 月期  37,704 ( 10.0 )  167.09  167.09  9.1  11.2  22.2
(注) ①期中平均株式数 18年3月期 225,002,496株      17年3月期 225,038,973株      

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

（２）配当状況 （百万円未満切捨）
配当金総額 株主資本

中　　間 期　　末 （ 年　間 ） 配 当 率
　円　銭 　円　銭 　円　銭 　百万円 ％ ％

 18年 3 月期   60.00  ───   60.00  13,499 30.8  2.9
 17年 3 月期   50.00  ───   50.00  11,251 29.9  2.6

（３）財政状態 （百万円未満切捨）
株主資本比率

　百万円 　百万円 ％ 　円　銭 

 18年 3 月期    643,990    461,646    71.7   2,051.44
 17年 3 月期    598,711    426,288    71.2   1,893.97
(注) ①期末発行済株式数 18年3月期 224,986,720株      17年3月期 225,022,674株      

②期末自己株式数 18年3月期 8,301,997株      17年3月期 8,266,043株      

２．19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日）

 百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％

中　間　期 161,900  ( 　5.5)  36,900  (   1.7)  39,500  ( 　4.4)  24,500  ( 　2.7)
通　　　期 330,500  ( 　5.6)  74,500  ( 　3.2)  76,300  ( 　7.5)  46,100  ( 　5.1)
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 204円90銭

(注) ①上記の予想には、本資料発表日現在の将来に関する前提･見通し･計画に基づく予測が含まれており、実際

  の業績は、さまざまなリスク要因や不確実な要素により、記載の予想数値と異なる可能性があります。

②平成19年3月期の配当金につきましては、「利益配分に関する基本方針」に基づき決定いたします。

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期(前中間期)増減率でありま

　す。
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貸 借 対 照 表          
(単位：百万円)  

第   45   期 
(平成18年３月31日現在) 

第   44   期 
(平成17年３月31日現在)            期   別 

   科   目 金      額 構成比 金      額 構成比 
増 減 

 (資 産 の 部)  
 

  
％ 
   

％ 
  

Ⅰ  流 動 資 産        

１．現 金 及 び 預 金 ※１  167,097   135,400  31,697   

２．受 取 手 形   476   552  △    75 

３．未 収 契 約 料   9,475   9,008  466 

４．売 掛 金 ※２  6,447   6,228  219 

５．未 収 入 金 ※２  3,876   5,822  △ 1,946 

６．有 価 証 券   451   451  0 

７．商 品   5,928   6,740  △  811 

８．貯 蔵 品   950   1,056  △   105 

９．前 払 費 用   1,798   1,728  70 

10. 繰 延 税 金 資 産   4,531   4,629  △    98 

11. 短 期 貸 付 金   298   17,493  △17,195 

12. 関係会社短期貸付金   12,587   24,404  △11,816 

13. そ の 他   2,314   2,614  △   300 

貸 倒 引 当 金   △ 604    △ 2,299  1,695 

流 動 資 産 合 計   215,630 33.5  213,831 35.7 1,798 

Ⅱ 固 定 資 産         

１. 有 形 固 定 資 産         

（1）建 物  45,984   46,353    

減 価 償 却 累 計 額  23,173 22,811  22,410 23,943  △ 1,132 

（2）車 両  499   487    

減 価 償 却 累 計 額  332 166  355 132  34 

(3) 警備機器及び設備  198,892   189,437    

減 価 償 却 累 計 額  139,450 59,442  129,600 59,836  △  394 

(4) 警 備 器 具  8,359   8,048    

減 価 償 却 累 計 額  6,892 1,467  6,625 1,423  43 

(5) 器 具 備 品  17,197   16,258    

減 価 償 却 累 計 額  12,817 4,379  11,743 4,514  △   134 

(6) 土 地   32,200   35,179  △ 2,979 

(7) 建 設 仮 勘 定   1,919   1,692  227 

(8) そ の 他  162   161    

減 価 償 却 累 計 額  130 32  114 47  △    14   

有 形 固 定 資 産 合 計   122,419 19.0  126,769 21.2 △ 4,349 

２. 無 形 固 定 資 産         

(1) 電 話 加 入 権   0   1,946  △ 1,946 

(2) 電信電話専用施設利用権   112   147  △    35 

(3) ソ フ ト ウ ェ ア   6,420   6,401  18 

(4) そ の 他   83   84  0 

無 形 固 定 資 産 合 計   6,615 1.0  8,579 1.4 △ 1,964    
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(単位：百万円) 
第   45   期 
(平成18年３月31日現在) 

第   44   期 
(平成17年３月31日現在)            期   別 

   科   目 金      額 構成比 金      額 構成比 

増 減 

３．投資その他の資産    
％ 

 
  

％ 

 

 

(1) 投 資 有 価 証 券   46,166   27,654  18,511 

(2) 関 係 会 社 株 式   149,535   159,772  △10,237 

(3) 関 係 会 社 出 資 金   974   667  306 

(4) 長 期 貸 付 金   18,630   3,122  15,507 

(5) 従 業 員 長 期 貸 付 金   24   22  2 

(6) 関係会社長期貸付金   40,085   14,160  25,924 

(7) 敷 金 及 び 保 証 金   9,006   8,816  190 

(8) 長 期 前 払 費 用   22,175   20,335  1,840 

(9) 前 払 年 金 費 用   8,670   1,257  7,412 

(10) 繰 延 税 金 資 産   6,206   10,450  △ 4,244 

(11) 保 険 積 立 金 ※２  4,893   5,153  △   260 

(12) そ の 他   955   2,877  △ 1,922 

貸 倒 引 当 金   △ 7,998    △ 4,760  △ 3,237 

投資その他の資産合計   299,324 46.5  249,530 41.7 49,793 

固 定 資 産 合 計   428,359 66.5  384,880 64.3 43,479 

資 産 合 計   643,990 100.0  598,711 100.0 45,278 

(負 債 の 部)        

Ⅰ 流 動 負 債         

１. 買 掛 金   3,168   2,113  1,055 

２．短 期 借 入 金 ※１  26,069   29,173  △ 3,104 

３．1年以内返済予定の長期借入金   ―   2,300  △ 2,300 

４．1年以内償還予定社 債   30,000   ―  30,000 

５．未 払 金 ※２  12,987   10,201  2,785 

６．設 備 購 入 未 払 金 ※２  3,634   3,113  520 

７．未 払 法 人 税 等   15,312   10,279  5,032 

８．未 払 消 費 税 等   1,509   1,306  202 

９．未 払 費 用   651   599  51 

10. 預 り 金   34,442   31,146  3,295 

11. 前 受 契 約 料   22,371   21,727  643 

12. 賞 与 引 当 金   5,232   4,967  264 

13. そ の 他   1,938   1,764  174 

流 動 負 債 合 計   157,317 24.4  118,694 19.8 38,622 

Ⅱ 固 定 負 債         

１. 社 債   ―   30,000  △30,000 

２. 預 り 保 証 金   18,244   18,014  229 

３. 退 職 給 付 引 当 金   5,581   5,713  △   132

４. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金   1,201   ―    1,201 

固 定 負 債 合 計   25,027 3.9  53,728 9.0 △28,701 

負 債 合 計   182,344 28.3  172,423 28.8 9,921 
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(単位：百万円) 
第   45   期 
(平成18年３月31日現在) 

第   44   期 
(平成17年３月31日現在)            期   別 

   科   目 金      額 構成比 金      額 構成比 
増 減 

(資 本 の 部)   
％ 
   

％ 
 
 

Ⅰ 資  本  金 ※３  66,377 10.3  66,377 11.1 ― 

Ⅱ 資 本 剰 余 金         

１．資 本 準 備 金  83,054   82,553    

    資 本 剰 余 金 合 計   83,054 12.9  82,553 13.8 500 

Ⅲ 利 益 剰 余 金         

１．利 益 準 備 金  9,028   9,028    

２. 任 意 積 立 金         

(1)システム開発積立金  800   800    

(2)買換資産圧縮積立金  24   25    

(3)別 途 積 立 金  2,212   2,212    

３. 当 期 未 処 分 利 益  339,293   306,766    

利 益 剰 余 金 合 計   351,358 54.6  318,832 53.2 32,525 

Ⅳ  その他有価証券評価差額金   5,604 0.9  3,082 0.5 2,522 

Ⅴ  自  己  株  式 ※４  △ 44,749 △ 7.0  △ 44,558 △ 7.4 △   191 

資 本 合 計   461,646 71.7  426,288 71.2 35,357 

負 債 ・ 資 本 合 計   643,990 100.0  598,711 100.0 45,278 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－３７－ 



損 益 計 算 書          
(単位：百万円) 

第   45   期 

(自 平成17年４月１日至 平成18年３月31日) 
第   44   期 

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日)            期   別 

   科   目    
金      額 百分比 金      額 百分比 

増 減 

Ⅰ 売  上  高   
％ 
   

％ 
 

 
 

１. 契 約 関 係 収 入  272,876   261,918    

２. 商 品 ・ 機 器 売 上 高  40,220 313,096 100.0 35,863 297,782 100.0 15,314 

Ⅱ 売 上 原 価         

１. 契 約 関 係 収 入 原 価  142,473   138,298    

２. 商品・機器売上原価  29,329 171,803 54.9 26,219 164,518 55.2 7,284 

売 上 総 利 益   141,293 45.1  133,263 44.8 8,029 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

１．広 告 宣 伝 費  4,322   2,932    

２．給 料 手 当  26,328   25,147    

３．賞 与  3,842   3,571    

４．賞 与 引 当 金 繰 入 額  1,885   1,737    

５. 退 職 給 付 費 用  △ 1,209   1,155    

６．役員退職慰労引当金繰入額  64   ―    

７．法 定 福 利 費  3,958   3,663    

８．減 価 償 却 費  3,283   3,276    

９．賃 借 料  5,878   5,805    

10．旅 費 交 通 費  1,288   1,187    

11. 通 信 費  1,513   1,600    

12. 事 務 用 消 耗 品 費  1,256   893    

13. 租 税 公 課  1,434   1,355    

14. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  13   24    

15. 業 務 委 託 費  5,686   5,148    

16. 研 究 開 発 費 ※１ 3,406   3,792    

17. そ の 他  6,167 69,121 22.0 5,941 67,232 22.6 1,888 

営 業 利 益   72,172 23.1  66,031 22.2 6,141 
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(単位：百万円) 
第   45   期 

(自 平成17年４月１日至 平成18年３月31日) 
第   44   期 

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日)           期   別 

   科   目 
金      額 百分比 金      額 百分比 

増 減 

Ⅳ 営 業 外 収 益   
％ 
   

％ 
 

 
 

１. 受 取 利 息 ※２ 1,021   1,008    

２. 受 取 配 当 金 ※２ 4,562   3,897    

３. そ の 他  715 6,299 2.0 1,335 6,241 2.1 57    

Ⅴ 営 業 外 費 用         

１. 支 払 利 息  340   388    

２. 社 債 利 息  159   159    

３. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ※２ 1,569   246    

４. た な 卸 資 産 廃 棄 損  957   836    

５. 固定資産売却廃棄損 ※３ 2,418   2,501    

６. 長期前払費用消却額  666   632    

７. そ の 他  1,395 7,506 2.4 1,289 6,052 2.1 1,453 

経 常 利 益   70,964 22.7  66,219 22.2 4,745 

Ⅵ 特 別 利 益         

１. 関係会社株式売却益  5,121   ―    

２. 確定拠出年金制度移行益  670   ―    

３．固 定 資 産 売 却 益 ※４ 326   230    

４. 投資有価証券売却益  0   40    

５. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益  ―   809    

６. そ の 他  29 6,147 1.9 4 1,083 0.4   5,063 

Ⅶ 特 別 損 失         

１. 電 話 加 入 権 評 価 損  1,995   ―    

２．役員退職慰労引当金繰入額  1,137   ―    

３. 関係会社株式評価損  844   314    

４. 減 損 損 失 ※５ 810   3,664    

５. 固 定 資 産 売 却 損 ※６ 506   ―    

６. ソフトウェア除却損  119   1,123    

７. 投資有価証券評価損  40   169    

８. そ の 他  161 5,615 1.8 643 5,915 2.0 △   299 

税 引 前 当 期 純 利 益   71,496 22.8  61,388 20.6 10,108 

法人税、住民税及び事業税 ※７ 24,766   19,920    

法 人 税 等 調 整 額  2,850 27,617 8.8 3,763 23,684 7.9 3,932 

当 期 純 利 益   43,879 14.0  37,704 12.7 6,175 

前 期 繰 越 利 益   295,414   269,062  26,351 

当 期 未 処 分 利 益   339,293   306,766  32,527 
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利 益 処 分 案          
(単位：百万円) 

第   45   期 第   44   期           期   別 

   科   目 
金      額 金      額 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益   339,293  306,766 

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額      

買換資産圧縮積立金取崩額  24 24 1 1 

合 計   339,318  306,768 

Ⅲ 利 益 処 分 額      

株 主 配 当 金  13,499  11,251  

取 締 役 賞 与 金  98 13,597 102 11,353 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益   325,720  295,414 
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重要な会計方針 

 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
(1)子会社株式及び関連会社株式 
      移動平均法による原価法 
(2)その他有価証券 
時価のあるもの 
株式及び受益証券･･････期末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法 
そ れ 以 外 ･･････････期末日の市場価格等に基づく時価法 
なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し
ております。 

  時価のないもの 
移動平均法による原価法 
      

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
商 品・貯蔵品……移動平均法に基づく原価法 
 

３．固定資産の減価償却の方法 
      (1)有形固定資産……定 率 法 
         ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法

によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建    物        22 ～ 50 年 
警報機器及び設備         5 年 

(2)無形固定資産……定 額 法 
         なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 
 (3)長期前払費用……定 額 法 
なお、警備契約先における機器設置工事費のうち、契約先からの受取額を超える部分は「長
期前払費用」として処理し、契約期間（５年）に基づく定額法によっております。 
 

４．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。 
(2)賞与引当金 
従業員に対する賞与の支給に備え、支給見込額のうち当期に負担する金額を計上しており
ます。 
(3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当期末において発生していると認められる額を退職給付引当金及び前払年金費用と
して計上しております。 
過去勤務債務及び数理計算上の差異は、発生年度に全額損益処理しております。 
（会計処理方法の変更） 
当事業年度より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号 平成 17
年３月 16 日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計
基準適用指針第７号 平成 17 年３月 16 日）を適用しております。これにより営業利益、
経常利益及び税引前当期純利益は 5,613 百万円増加しております。 
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（追加情報） 
当社は平成17年４月に退職給付制度の一部について確定拠出年金制度へ追加的に移行して
おります。本移行に伴う影響額は、特別利益として 670 百万円計上しております。 
(4)役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上
しております。 
（会計処理方法の変更） 
従来、役員退職慰労金は、支出時の費用として処理しておりましたが、当事業年度より役
員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更
しております。 
これは、近年、役員退職慰労引当金の計上が会計慣行として定着しつつあることを踏まえ、
当事業年度において役員退職慰労金規程の取り扱い細則を整備したことを契機に、役員の
在任期間に合理的に費用を配分することにより、期間損益の適正化と財務体質の健全化を
図るために行ったものであります。 
この変更により、当事業年度の発生額 64 百万円は販売費及び一般管理費に計上し、過年度
対応額 1,137 百万円は特別損失に計上しております。この結果、従来の方法によった場合
と比較し、営業利益及び経常利益はそれぞれ 64 百万円少なく、税引前当期純利益は 1,201
百万円少なく計上されております。 
なお、役員退職慰労金規程の取り扱い細則の整備が下期であったことから当中間会計期間
においては従来の方法によっております。従って、当中間会計期間は、変更後の方法によ
った場合と比較して、営業利益及び経常利益はそれぞれ 43 百万円多く計上され、税引前中
間純利益は 1,181 百万円多く計上されております。 
 

５．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 
１．現金及び預金、短期借入金 
当社は、銀行等の金融機関が設置している自動現金受払機の現金補填業務を行っております。
現金及び預金残高には、当該業務に関連した現金及び預金残高 39,274 百万円が含まれてお
り、当社による使用が制限されております。なお、短期借入金残高には、当該業務に関連し
た資金調達額 10,054 百万円が含まれております。 
また、現金回収管理業務に関連した現金残高 20,136 百万円が現金及び預金残高に含まれて
おり、当社による使用が制限されております。なお、当該業務に関連した資金調達額 16,014
百万円が短期借入金残高に含まれております。 
 
２．関係会社に係る注記 
区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている関係会社に対する資産及び負債のうち、
主なものは次のとおりであります。 
  売 掛 金        828百万円 
  未 収 入 金        1,720百万円 
    保 険 積 立 金        4,180百万円 
  未 払 金        6,943百万円 
  設備購入未払金        1,761百万円 
 
３．授 権 株 式 数               普通株式      900,000千株 
発 行 済 株 式 数                  普通株式      233,288千株 
 
４．自己株式の保有数 
   普通株式             8,301千株 
 
５．偶 発 債 務 
  (1)債務保証 
下記の会社、従業員の借入金等について債務保証を行っております。 
医 療 法 人  渓 仁 会              
宮 城 ネ ッ ト ワ ー ク           (株) 
医 療 法 人  誠 馨 会              
従 業 員              
そ の 他   7 社              

     3,075 百万円 
1,624 
1,165 
242 
1,359 

合     計 7,467 

     
(2)保証類似行為  
セコム損害保険(株)との間で、同社の純資産額が一定水準を下回った場合、または債務の
支払いに必要な流動資産が不足した場合に、同社に対して資金を提供すること等を約した
純資産維持に関する契約を締結しております。同社の当期末における負債合計は 255,732
百万円（保険契約準備金 250,346 百万円を含む）であり、資産合計は 273,024 百万円で
あります。 
なお、本契約は同社の債務支払いに関して保証を行うものではなく、また当期末において、
同社は純資産を一定水準に保っており、かつ流動資産の不足も発生しておりません。 

 
６．配 当 制 限 
商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額は
5,604 百万円であります。 
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（損益計算書関係） 
１．研究開発費の総額 
研究開発費の総額は 3,406 百万円であります。 
 

２．関係会社に係る注記 
受取利息、受取配当金、貸倒引当金繰入額のうちに関係会社に係るものが、次のとおり含ま
れております。 
営業外収益 
受 取 利 息             
受 取 配 当 金             

596 百万円 
4,263 百万円 

営業外費用 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額             772 百万円 

 
３．固定資産売却廃棄損の内訳 
警 報 機 器 及 び 設 備             
車 両             
そ の 他             

2,301 百万円 
9 
107 

合 計             2,418 

固定資産売却廃棄損は、事業活動のなかで経常的に発生するものであります。 
 
４．固定資産売却益の内訳 
建 物             
土 地             

230 百万円 
96 

合 計             326 

 
５．減損損失 
当社は、賃貸不動産及び遊休資産のグルーピングを個別物件単位で行っています。 
賃貸不動産に係る賃料水準の低下及び地価の下落により、当社は、当事業年度において、
収益性が著しく低下した賃貸不動産及び遊休資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失(810 百万円)として特別損失に計上しました。 
 
用 途 種 類 地 域 減損損失(百万円)

賃貸不動産 建物及び土地 
関 東 圏   5 件 
そ の 他   3 件 

59 

遊 休 資 産 建物及び土地 
関 東 圏   5 件 
そ の 他   6 件 

751 

※用途ごとの減損損失の内訳 
・賃貸不動産 59(内、土地 044、建物 14)百万円 
・遊休資産 751(内、土地 683、建物 67)百万円 
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主に売買実績
額に基づいて評価しております。 

 
６．固定資産売却損の内訳 
建 物             
土 地             

    21 百万円 
485 

合 計             506 
 

７．法人税、住民税及び事業税の内訳 
法 人 税             
住 民 税             
事 業 税             
源 泉 所 得 税 等             

15,909 百万円 
3,852 
4,293 
712 

合 計             24,766 
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（リース取引関係） 
 １.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
（借手側） 
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

第 45 期  第 44 期 

・取得価額相当額   
建 物           
車 両           
器 具 備 品           

5,184 百万円 
3,198 
3,434 

5,184 百万円 
2,964 
4,377 

     計 

 
 
 

11,818 

 

12,526 
・減価償却累計額相当額   
建 物           
車 両           
器 具 備 品           

1,731 百万円 
1,411 
1,984 

1,551 百万円 
1,260 
2,211 

     計 

 
 
 

5,127 

 

5,022 
・期末残高相当額  
建 物           
車 両           
器 具 備 品           

3,453 百万円 
1,787 
1,449 

3,633 百万円 
1,703 
2,166 

     計 

 
 
 

6,690 

 

7,504 
 
②未経過リース料期末残高相当額 

第 45 期  第 44 期 

１ 年 以 内           
１ 年 超           

1,498 百万円 
6,086 

1,697 百万円 
6,641 

   合   計 

 
 

7,584 

 

8,339 

 
③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

第 45 期  第 44 期 

支 払 リ ー ス 料           
減 価 償却費相当額           
支 払 利 息 相 当 額           

2,165 百万円 
1,904 百万円 
319 百万円 

 2,155 百万円 
1,895 百万円 
333 百万円 

 
④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 
・減価償却費相当額の算定方法 
…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
・利息相当額の算定方法 
…リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方
法については、利息法によっております。 

 
２.オペレーティング・リース取引 
(1)借手側 第 45 期  第 44 期 

未 経 過 リ ー ス 料           
１ 年 以 内           
１ 年 超           

 
2,171 百万円 
33,628 

 
2,129 百万円 
35,799 

   合   計 

 
 
 

35,799 

 

37,929 

 
(2)貸手側 第 45 期  第 44 期 

未 経 過 リ ー ス 料           
１ 年 以 内           
１ 年 超           

 
885 百万円 
 21,839 

 
842 百万円 
17,052 

   合   計 

 
 
 

22,724 

 

17,895 
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（有価証券関係） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 
第 45 期(平成 18 年 3 月 31 日現在) 

種   類   貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子会社株式       19,918 百万円     75,270 百万円     55,352 百万円 

関連会社株式     14,439    82,385    67,945 
合   計    34,358   157,656   123,298 

 

第 44 期(平成 17 年 3 月 31 日現在) 
種   類   貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子会社株式       20,542 百万円     67,566 百万円     47,024 百万円 

関連会社株式     14,354    65,600    51,245 

合   計    34,896   133,167    98,270 
 

 

（税効果会計関係） 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
繰延税金資産      
関 係 会 社 株 式 評 価 損                  
減 損 損 失                  
退 職 給 付 引 当 金                  
賞 与 引 当 金                  
貸 倒 引 当 金                  
固 定 資 産 評 価 損                  
未 払 事 業 税                  
そ の 他                  

3,015 百万円 
2,520 
2,356 
2,119 
1,936 
1,934 
1,259 
2,922 

繰 延 税 金 資 産 合 計                  18,063 

 
繰延税金負債 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金                  
前 払 年 金 費 用                  

△ 3,815 百万円 
△ 3,511 

繰 延 税 金 負 債 合 計                  △ 7,326 
 
繰延税金資産の純額                        10,737        
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（１株当たり情報） 
   

 第 45 期   第 44 期  

１ 株 当 た り 純 資 産 額                   2,051.44 円  1,893.97 円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 金 額                  194.58 円 167.09 円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 167.09 円 

 
  (注) 1 株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、 
       以下のとおりであります。 
      

 第 45 期   第 44 期  
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 金 額                        

   当期純利益  43,879 百万円 37,704 百万円 

   普通株主に帰属しない金額  98 百万円 102 百万円 

(うち利益処分による役員賞与金)  (98 百万円)    (102 百万円) 

   普通株式に係る当期純利益  43,781 百万円 37,601 百万円 

   期中平均株式数  225,002,496 株  225,038,973 株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額                        

   当期純利益調整額     －     －   

   (うち支払利息(税額相当額控除後))        （  －  ）   (  －  ) 

   普通株式増加数         －    3,441 株 

   (うち転換社債)     （  －  ） ( 3,441 株) 

   希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た 

   り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
     －     －   

 
 
 
 
 
 

役員の異動 

 
     未定であります。 
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